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(57)【要約】
【課題】作業ローラの軸線間の角度が出来るだけ簡単に
変更できるように、最初に述べられた種類の装置を改良
させること。
【解決手段】この発明は、機台（２０）と、二つの作業
ローラ（２、３）と四個の受台リング（４，４ａ，５，
５ａ）とを備える二つの反対に駆動できる作業ローラ（
２、３）で材料帯を加工する、特に打抜く或いは印刷す
る装置に関する。作業ローラ（２、３）が機台（２０）
に支承されている。作業ローラ（２、３）間の軸線間隔
は、それら端部に取付けられて対に互いに下ろす円錐状
走行面（Ｌ）によって作業ローラ（２、３）に配置され
た受台リング（４，４ａ，５，５ａ）により確保される
。この発明によると、少なくとも一つの受台リング（４
，４ａ，５，５ａ）が軸方向移動自在に少なくとも一つ
の作業ローラ（２、３）に支承されている。これは、出
来るだけ作業ローラ（２、３）の互いの軸線間隔の一面
的変更を可能とする。　
【選択図】　図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　機台（２０）と、作業ローラ（２、３）が機台（２０）に支承されていて、作業ローラ
（２、３）間に軸線間隔が存在して、作業ローラ（２、３）がそれぞれに軸方向に機台（
２０）の内部で両端に形成された軸受部分（９、９ａ）を有する二つの作業ローラ（２、
３）と、一個づつの受台リング（４，４ａ，５，５ａ）が各軸受部分（９、９ａ）に配置
されていて、受台リング（４，４ａ，５，５ａ）が対に互いに転り接触移動する円錐状走
行面（Ｌ）を有する四個の受台リング（４，４ａ，５，５ａ）とを備えて、二つの反対に
駆動できる作業ローラ（２、３）で材料帯を加工する、特に打抜きする或いは印刷する装
置において、少なくとも一つの受台リング（４，４ａ，５，５ａ）が少なくとも一つの軸
受部分（９、９ａ）に軸方向に移動できることを特徴とする装置。
【請求項２】
　装置が受台リング（４，４ａ，５，５ａ）を移動させる調整装置（１，１ａ）を有し、
調整装置によって受台リング（４，４ａ，５，５ａ）が作業ローラ（２、３）に対して軸
方向（Ａ）において軸方向位置に移動されてこの位置に固定されていることを特徴とする
請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　調整装置（１，１ａ）がアクチュエータ（１１，２３）を有し、このアクチュエータが
軸方向（Ａ）において少なくとも直接に受台リング（４，４ａ，５，５ａ）に固定されて
いることを特徴とする請求項２に記載の装置。
【請求項４】
　調整装置（１，１ａ）が軸方向に作業ローラ（２、３）に移動可能なボルト（６，２１
）と、ボルト（６）と受台リング（４）の間の結合要素（８）とを有し、この結合要素（
８）がボルト（６）に関して受台リング（４）を軸方向に固定されて、特に結合要素（８
）がボルト（６）に半径方向に嵌入されて、受台リング（４）に突き出し、アクチュエー
タ（１１，２３）がボルト（６，２１）と結合要素（８）によって軸方向（Ａ）において
受台リング（４，４ａ，５，５ａ）に固定されていることを特徴とする請求項３に記載の
装置。
【請求項５】
　アクチュエータ（１１）が調整ボルトとして形成されていて、この調整ボルトが軸方向
に作業ローラ（２）に支承されて、外部螺子（１４）によりボルト（６）の対応する内部
螺子（１３）に作用することを特徴とする請求項３或いは４に記載の装置。
【請求項６】
　アクチュエータ（１１）には、軸方向外部端に内部六面角（１８）が形成されていて、
その辺が軸方向（Ａ）に延びていることを特徴とする請求項５に記載の装置。
【請求項７】
　アクチュエータ（１１）が循環するカラー（１６）を有し、このカラーが少なくとも一
つのリング状要素（１５）によって、特に両側でカラー（１６）に隣接した二つの安全リ
ングによって軸方向に作業ローラ（２）に支承されていることを特徴とする請求項５或い
は６に記載の装置。
【請求項８】
　安全リング（１ａ）はフランジ（３２）を有し、このフランジが作業ローラ（２）と共
軸方向に軸方向外方に機台（２０）に配置されていて、中央に内部螺子（３４）を貫通し
て、アクチュエータ（２３）が調整スピンドルとして形成されていて、調整スピンドルが
内部端（２４）により軸方向にボルト（２１）に支承されていて、調整スピンドルが軸方
向中間部分において外部螺子（２９）により対応する内部螺子（３４）に作用し、外部端
（３０）に調整要素（３１）を有することを特徴とする請求項３或いは４に記載の装置。
【請求項９】
　アクチュエータ（２３）がフランジ（３２）の軸方向外部（２４）に止めナット（３５
）により包囲されていて、止めナット（３５）がおよそ半径方向（Ｒ）においてクランプ
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要素（３７）に挿入される少なくとも一つの開口（３６）を有し、クランプ要素（３７）
がアクチュエータ（２３）に作用することを特徴とする請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　アクチュエータ（２３）が軸方向内端に循環するカラー（２５）を有し、このカラーが
少なくとも一つのリング状要素（２８）によって、特に安全リングによって軸方向にボル
ト（２１）に支承されていることを特徴とする請求項８或いは９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の装置を備えることを特徴とする印刷機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、請求項１の上位概念による二つの反対に駆動できる作業ローラ間で材料帯
を加工する装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　材料帯の加工の際に、特に印刷の際に或いは回転的打抜きの際に作業ローラ、所謂エン
ボスシリンダ、プレートシリンダ（版胴）或いは磁石シリンダの間の間隔が非常に正確に
保持されなければならない。その上、この間隔は荷重下でも変更される。さらに、シリン
ダが帯を引張る際に簡単な形式で再生可能に調整されるか、或いは合せられる。
【０００３】
　これらの要求は、欧州特許出願公開第０２９５４４９号明細書（特許文献１）或いは欧
州特許出願公開第０８９９０６８号明細書（特許文献２）による作業ローラ上に配置され
た受台リングを備える公知の装置によって満たされる。そのような装置は、作業ローラ間
の軸線間隔が変更され得るので、例えば加熱、摩耗或いは紙厚の変動という変更を補償さ
せる。作業ローラの軸線間の角度の調整が従来、非常に高価に作業ローラ上の受台リング
の偏心的軸受によって解決される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】欧州特許出願公開第０２９５４４９号明細書
【特許文献２】欧州特許出願公開第０８９９０６８号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　この発明の課題は、作業ローラの軸線間の角度が出来るだけ簡単に変更できるように、
最初に述べられた種類の装置を改良させることである。基本的には、装置の停止状態中に
角度の調整を可能とする。さらに、広範な課題は、装置の稼働中に角度の調整を可能とす
ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この発明によると、この課題は、請求項１の特徴とする特徴事項を備える装置によって
解決される。
【０００７】
　この発明の好ましい実施例は従属請求項に記載されている。
【０００８】
　この発明による装置は、それ自体公知の形式で機台、二つの作業ローラと四個の受台リ
ングを有する。作業ローラは機台に支承されている。作業ローラの軸線間には、軸線間隔
が存在し、従って円筒状に作業ローラ上に存在する作業面の相互の間隔が存在するので、
材料帯が作業面間で加工され得る。作業ローラは機台内部に作業面に隣接して作業ローラ
の両端に軸受部分を有する。それにより四個の軸受部分が形成されていて、それらには、
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一個づつの受台リングを配置されている。この受台リングは円錐状走行面により対に上下
に押圧される。　
【０００９】
　この発明によると、少なくとも一つの受台リングが軸方向に移動自在に少なくとも一つ
の軸受部分上に支承されている。
【００１０】
　これは、特に簡単な種類と形式で作業ローラの互いの軸線間隔の一面的な変更とそれに
伴う作業ローラの互いの軸線の軸線の角度の調整とを可能とする。このために、一つのみ
の受台リングの軸方向に移動自在な収容が十分である。
【００１１】
　作業ローラの軸線間隔の一面的な調整は、他の作業ローラが軸方向に固定されたままで
ある間に軸方向における作業ローラの横移動によって軸線間隔の強制的両面的変更と比較
して柔軟な作業態様を可能とする。
【００１２】
　それ故に、両側面上の軸方向に移動自在な受台リングの意図が有効であるので、作業ロ
ーラが軸方向に互いに移動されなければならなく、平行な軸線間隔変更を引き起こす。
【００１３】
　この場合には、さらに、片面に軸方向に調整可能な受台リングが作業ローラに対して共
軸方向に配置されたままであり、公知の装置において実現されるように、作業ローラ上に
偏心的に支承させることはないという利点をもつ。受台リングがこの発明によると作業ロ
ーラと一緒に回転する。それにより高価な支承が回避される。
【００１４】
　好ましい実施態様では、装置は受台リングを移動させる調整装置を有し、その調整装置
によって受台リングが作業ローラに関して軸方向において軸方向位置に移動されて、軸方
向位置に固定され得る。
【００１５】
　受台リングが別の高価な方法行程に解放されて、新たに作業ローラに固定されなければ
ならないことなしに、そのような調整装置は受台リングの軸方向位置の再生可能な調整を
可能とする。
【００１６】
　この場合には、好ましい実施態様は、調整装置が軸方向において少なくとも直接に受台
リングに固定されるアクチュエータを有する。
【００１７】
　この場合には、特に好ましくは、調整装置が中央で作業ローラに配置されて軸方向に作
業ローラに移動可能なボルトと、ボルトと受台リングの間の結合要素とを有する。この結
合要素は受台リングを軸方向にボルトに関して固定し、特に結合要素がボルトを半径方向
に突き通し、受台リングに突き出す。この結合要素がボルトと受台リングを回転しなく作
業ローラと結合する。アクチュエータはボルトと結合要素によって軸方向に受台リングに
固定される。
【００１８】
　その後に、受台リングの軸方向位置の調整は、安価に且つ簡単に任意のアクチュエータ
によって行われ、このアクチュエータが簡単に製造すべきボルトと非常に簡単にこれに関
して配置すべき結合要素とを介して受台リングに作用する。
【００１９】
　上記実施態様は、装置の任意の稼働状態に関係している。停止状態における調整並びに
装置の稼働中の調整がつまり作業ローラの回転の際に考慮される。
【００２０】
　装置の停止状態における受台リングの軸方向位置を調整する調整装置の好ましい実施例
は調整ボルトとして形成されたアクチュエータを有する。この調整ボルトは軸方向に作業
ローラに支承されている。調整ボルトは軸方向内部に外螺子を形成されていて、この外螺
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子がボルトの対応する内螺子に作用する。調整ボルトは例えば工具により作動され得る。
【００２１】
　調整ボルトの形態で特に簡単に形成されたアクチュエータは、記載螺子作用を介して調
整ボルトの回転運動からボルトの並進運動に確実な伝達によって受台リングの軸方向移動
を奏し、移動が外部から制御できる。受台リングは回転しなく直接に作業ローラに支承さ
れたままであるので、単に軸方向における移動性のみが保証されるに違いない。受台リン
グのそのような支承は特に安価に仕上げるべきである。
【００２２】
　加工機の停止状態における受台リングを調整させる調整装置の好ましい実施態様では、
調整ボルトにて軸方向外端に内部六面角が形成されている。内部六面角の辺は軸方向に延
びている。それにより調整ボルトが例えば外部六面角を有する工具により作動すべきであ
る。
【００２３】
　調整ボルトのそのような実施態様は、簡単な工具によって摩耗の乏しい条件を可能とす
る。
【００２４】
　好ましい実施態様では、装置の停止状態における調整させる調整装置が循環するカラー
を有する調整ボルトを備えて形成されている。カラーは少なくとも一つのリング状要素に
よって、特にカラーに対して二つの両側に隣接した安全リングによって軸方向に作業ロー
ラに支承される。
【００２５】
　軸方向支持部間にカラーを受けることによって作業ローラに調整ボルトを支承するのは
、構造的に特に簡単に形成されている。
【００２６】
　それ故に、調整ボルトの軸方向位置は簡単な種類と形式で作業ローラに固定されて、調
整ボルトの回転の際に作業ローラに軸方向に移動可能に案内されたボルトが軸方向へ外部
或いは内部に移動する。一般に、そのような調整ボルトは装置の稼働中に作業ローラと共
に回転するので、この場合に、支承は要求されていない。　　　　　　　　　　　　　　
　
【００２７】
　調整ボルトが例えば保守目的に採用されるべきであるときに、環状要素、特に安全リン
グによる支承は簡単に解放すべきである。
【００２８】
　装置の稼働中に受台リングの軸方向位置を調整させる調整装置の好ましい実施態様は、
フランジとアクチュエータとしてのそのフランジに案内された調整スピンドルとを包含す
る。
【００２９】
　フランジは作業ローラに対して共軸方向に軸方向外部に機台に配置されていて、特にね
じ込まれて、中央に内部螺子により行われる。調整スピンドルが軸方向内方に軸方向にお
いてボルトに固定されている。軸方向中間部分には、外部螺子を備える調整スピンドルが
形成されていて、この外部螺子がフランジの内部螺子と一致する。調整スピンドルの軸方
向外端には、調整要素が配置されていて、その調整要素によって調整スピンドルが旋回さ
れ得る。調整要素が特にハンドルとして形成されている。ハンドルが、手動調整を可能と
する同じ値の調整要素用の例である。無論、油圧式、電気式或いは空気式実施態様も、調
整要素として使用できる。そのような代替的調整要素が遠隔作用当たりの調整を可能とす
る。
【００３０】
　この簡単に構成されたアクチュエータも、簡単な構成を介してボルトと結合要素により
受台リングに作用する。設けられたフランジが難なく現存機台に取付けられるので、機台
の構造が変更されないに違いない。
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【００３１】
　装置の好ましい実施態様は、調整スピンドルが軸方向にフランジの外部に止めナットに
より包囲されることを企図する。止めナットが軸方向に少なくとも一つの孔を有し、その
孔にはクランプ要素が挿入される。クランプ要素は調整スピンドル上に作用する。
【００３２】
　それ故に、止めナットの軸方向位置が調整スピンドルに固定されている。止めナットが
機台に当接するときに、調整スピンドルが止めナットの抵抗に逆らって軸方向に装置に旋
回されない。止めナットによるそのような閉塞は難なく作業ローラにおいてボルトの軸方
向位置の確保を可能とし、調整要素の故意でない回転によって誤った調整を生じることを
阻止される。
【００３３】
　装置の好ましい実施態様では、調整スピンドルが軸方向内端に循環するカラーを有する
このカラーは少なくとも一つのリング状要素によって、特に安全リングによって軸方向に
ボルトに支承される。
【００３４】
　ボルトが作業ローラと一緒に稼働中に回転し、ボルトと共軸方向に配置された静止調整
スピンドルの間の結合が生じるので、調整スピンドルの適切な支承がボルトに設けられ、
このボルトが調整スピンドルの軸方向収容を可能とする。そのような支承のために、特に
簡単に実施できるカラーの両側に配置されている通常のローラ軸受を提供する。それ故に
、内部ローラ軸受はボルトに支持すべきである一方、外部ローラ軸受が特に安価にリング
状要素、特に安全リングによって支持すべきである。　
【００３５】
　好ましい態様では、印刷機に使用するそのような装置が適している。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１ａ】装置の停止状態における受台リングを軸方向調整する調整装置を備える作業ロ
ーラの端部を通る軸方向断面を示し、受台リングが軸方向内方位置に移動される。
【図１ｂ】９０°だけ回転後に装置の図１ａに図示された裁断面を通る軸方向断面を示す
。
【図１ｃ】図１ａと図１ｂによる作業ローラの平面図を示す。
【図２ａ】装置の図１ａに図示された裁断面を通る軸方向断面を示す。
【図２ｂ】９０°だけ回転後に装置の図２ａに図示された裁断面を通る軸方向断面を示す
。
【図２ｃ】図２ａと図２ｂによる作業ローラの平面図を示す。
【図３ａ】装置の稼働中の受台リングを軸方向調整する調整装置を備える作業ローラの機
台に支承された端部の裁断面を通る軸方向断面を示し、受台リングが軸方向内方位置に移
動される。
【図３ｂ】９０°だけ回転後に装置の図３ａに図示された裁断面を通る軸方向断面を示す
。
【図４ａ】装置の図３ａに図示された裁断面を通る軸方向断面を示し、受台リングが軸方
向外方位置に移動される。
【図４ｂ】９０°だけ回転後に装置の図４ａに図示された裁断面を通る軸方向断面を示す
。
【図５】装置上の前面図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　次にこの発明は、図面に図示されている二つの実施例に基づいて詳細に説明される。
　同じ部材が同じ参照符号により表現される。より良い展望のために、すべての参照符号
がすべての図に挙げられていない。
【００３８】
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　図１ａ乃至２ｃには、この発明による調整装置１の第一実施例が二つの反対に駆動でき
る作業ローラ２、３間で材料帯を加工する装置で図示されている。調整装置１は作業ロー
ラ２、３の静止状態中に作業ローラ２、３の軸線間の角度の調整のために設けられている
。図１ａ、１ｂ、２ａ、２ｂには、この場合には、要約してのみ作業ローラの一方の一端
が示され、受台リング４の軸方向位置が調整装置１によって調整できる。受台リング４が
半径方向外方に円錐状走行面Ｌを有する。円錐状走行面Ｌの形成は適切に反対方向作業ロ
ーラ３に配置された受台リング５の形成を考慮される。第一実施例による装置が適切な展
望で図示されていないにもかかわらず、図５は作業ローラ２、３の軸受部分９、９ａ上の
受台リング４、４ａ、５、５ａの配列を明らかにする。
【００３９】
　調整装置１は、軸方向に移動可能に作業ローラ２の軸方向収容部７に案内されるボルト
６を包含する。ボルト６が垂直であり、それ故に、半径方向Ｒに結合要素８により貫通さ
れる。この結合要素８は同様に半径方向Ｒにおいて作業ローラ２の軸受部分９を貫通し、
軸受部分９の円筒状表面が受台リング４の軸方向に移動可能に収容するように形成されて
いる。結合要素８を収容するために、半径方向に作業ローラ２には、軸受部分９の内部領
域に貫通開口１０が形成されている。この貫通開口１０は、結合要素８が軸方向Ａにおい
て作業ローラ２にて遊びにより移動できるように、寸法とされる。結合要素８がその端部
により受台リング４に作用する。
【００４０】
　それ故に、ボルト６から受台リング４までのすべての成分は回転しなく作業ローラ２に
受けられている。
【００４１】
　作業ローラ２にボルト６を軸方向調整する運動は調整ボルトとして形成されたアクチュ
エータ１１によって奏される。そのために、ボルト６が軸方向外方に作業ローラ２に対し
て共軸方向に袋孔１２を有し、その袋孔には内部螺子１３が形成されている。調整スピン
ドルが軸方向内方に適切な外部螺子１４を形成されていて、外部螺子がボルト６の内部螺
子１３と一致する。
【００４２】
　調整スピンドルが安全リングとして形成されたリング状要素１５により両側に軸方向に
作業ローラ２に支持されている。そのために、調整ボルトが循環するカラー１５を有し、
そのカラーがその側で作業ローラ２の軸方向収容部７を備えて滑り軸受として形成された
軸受箇所１７を有する。
【００４３】
　軸方向外方に調整ボルトには内部六面角１８が形成されているので、調整ボルトが標準
工具によって作動され得る。調整ボルトの適切な回転によってぶれ輪４が装置の停止状態
中に作業ローラ２に対して軸方向内方或いは外方へ移動される。
【００４４】
　図１ａ乃至１ｃには、受台リング４は軸方向内方位置に図示されて、その位置ではぶれ
輪が作業ローラ２に対して支持されている。調整ボルトの回転によって受台リング４が軸
方向外方へ引かれるので、図２ａと２ｂに図示されるように、半径方向外方へ作業ローラ
２と受台リング４の間に隙間Ｓが生じる。走行面Ｌが円錐状に形成されているので、受台
リング４の軸方向移動の際に両互いに解き作業ローラ２、３が調整装置１の面に接近する
か、或いは互いに離れる、即ち作業ローラ２、３の軸線間隔が作業ローラ２、３の停止状
態中に一面的に変更される。　
【００４５】
　図３ａ乃至５には、調整装置１ａの第二実施例が図示されていて、作業ローラ２がロー
ラ軸受１９によって機台２０に受けられている。調整装置１の第一実施例に類似して、こ
こでも受台リング４の軸方向調整がボルト２１によって設けられ、このボルトが結合要素
２２を介して受台リング４と結合されている。無論、作業ローラ２、３の軸線間の角度を
調整させる調整装置１ａが装置の稼働中に適している。
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【００４６】
　ボルト２１は調整スピンドルとして形成されたアクチュエータ２３によりその軸方向位
置に調整されるか、或いは移動される。調整スピンドルは内部要素２４により軸方向にボ
ルト２１に支承されて、調整スピンドルの軸方向内部端２４から半径方向外方へ突き出す
カラー２５を備えて形成されている。カラー２５は両側にローラ軸受２６、２７に対して
支持されて、半径方向Ｒにおいて間隔を置いてボルト２１により包囲する。軸方向内部ロ
ーラ軸受２６がボルト２１に対して支持されている。軸方向外部ローラ軸受２７がリング
状要素２８によってボルト２１に対して固定されている。それ故に、ボルト２１は共軸方
向に調整スピンドルを中心に回転できるけれども、軸方向に調整スピンドルによって固定
されている。
【００４７】
　調整スピンドルは軸方向中間領域に外部螺子２９を、軸方向外部端３０に調整要素３１
を有する。調整要素３１は特にハンドルとして形成されている。同様に、調整要素３１の
実施態様が遠隔作用当たりアクチュエータ２３の電動式、空気式或いは油圧式調整に適し
ている。
【００４８】
　調整スピンドルと共軸方向に軸方向外方に機台２０にはフランジ３２が配置されていて
、内部螺子３４を備える中央孔３３を有する。調整スピンドルがフランジ３２の内部螺子
３４を備える外部螺子２９と一致する。
【００４９】
　調整スピンドルの回転は、軸方向Ａにおける移転を奏する。ボルト２１が調整スピンド
ルに関して軸方向に固定されているので、調整スピンドルの回転が軸方向Ａにおける移転
も奏する。
【００５０】
　フランジ３２の軸方向外部には、止めナット３５が調整スピンドルを包囲する。つめナ
ット３５が斜め半径方向外方へ形成された開口３６を有し、その開口にはクランプ要素３
７が挿入され得る。クランプ要素３７が調整スピンドルの外部螺子２９上までつめナット
３５にねじ込まれて、機台２０に当接して、それにより調整スピンドルがさらに所望とし
て半径方向内方へ回転され得ることが阻止される。これは、調整要素３１の誤った作動の
際の場合である。さらに、止めナット３５が調整スピンドルの特に適した位置を維持する
か、或いはマーク付けるように、利用され得る。
【００５１】
　図３ａと３ｂには、受台リング４が軸方向内部位置で作業ローラ２に当接して、図示さ
れている。調整スピンドルの旋回によって、受台リング４が軸方向外方に作業ローラ２か
ら隙間Ｓ’だけ間隔を置いた位置に図４ａと４ｂに基づいて移動される。これは、特に好
ましくは、装置の稼働中に、つまり作業ローラ２の回転中に可能である。作業ローラ２と
一緒に、受台リング４、結合要素２２とボルト２１が回転する。それに対して、ローラ軸
受１９、２６、２７によって離脱されて、機台２０、フランジ３２と調整スピンドルが静
止している。
【符号の説明】
【００５２】
　１．．．．．調整装置
　２，３．．．．作業ローラ
　４，４ａ，５，５ａ．．．．受台リング
　６，２１．．．ボルト
　９，９ａ．．．軸受部分
　１１，２３．．．アクチュエータ
　１９，２６，２７．．．ローラ軸受
　２０．．．．機台
　２９．．．．外部螺子
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　３２．．．．フランジ
　３３．．．．中央孔
　３４．．．．内部螺子
　３５．．．．止めナット



(10) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図１ａ】



(11) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図１ｂ】



(12) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図１ｃ】



(13) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図２ａ】



(14) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図２ｂ】



(15) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図２ｃ】



(16) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図３ａ】



(17) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図３ｂ】



(18) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図４ａ】



(19) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図４ｂ】



(20) JP 2010-247325 A 2010.11.4

【図５】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

